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図-1 対象地位置関係図 
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1. はじめに 

 

我が国では人口減少時代を迎え，今後，少子高齢化の

進展が危惧されている．2007 年問題に代表されるよう
に，産業界における労働力の減少が起こり，田園地域住

民の高齢化が今後，著しく進行する事は必須である． 
また，一般的に都市部を中心に第二次・第三次産業が

発展し，これらの産業に従事する人々の生活水準は上昇

したが，地方部のとりわけ郊外地域では，様々な外的要

因により農林業が発展しなかったために，都市部（工

業・サービス業）と郊外地域（農業）との所得格差が拡

大した． 
そこで，本研究では，地方都市郊外地域を都市部との

位置付け論として方法論的アプローチから議論し，地方

都市における都市施設整備に関する方法論的考察を行う．

また，滋賀県草津市を対象地として取り上げ，当研究室

で継続して行われてきた大規模農業公園に関する研究と

2009 年の春に立地する郊外大型商業施設（イオンモー
ル草津（仮称））を考慮し，滋賀県草津市郊外地域にお

ける都市施設整備構想およびバスシステム整備計画を提

案し都市施設構想の評価を行うものとする． 
 
2. 対象地の概要（図-1） 

 
対象地である滋賀県草津市は，琵琶湖に面し，遠く西

北に比良山系の眺望が望めるなど，豊富な自然に囲まれ

た環境にある．一方で，江戸時代に街道として栄えた経

緯から，市の中心部では草津宿本陣に代表される街道文

化を今日まで残しており，地域特有の歴史文化資源をも

った都市となっている．つまり，地方都市の魅力である

豊富な自然環境・歴史資源を数多く有した都市であると

言うことができる．このような現況から，昨今，草津市

では豊かでゆとりのある生活環境を求めて移転してくる

人々が増加し，大都市のベッドタウン化が進んでいる．

また，内陸の丘陵部での大学立地により若者が多数流入

しており，都市に活力を与えている． 
一方，都市環境の面から言及すると，一般的な田園地

域と比べ問題は少ないものの，都市の郊外部は土地の高

度利用が進んでおらず，利便性の高い地域の形成に至っ

ていない．交通環境の点でも公共交通機関の乏しい地域

では，自動車保有率が高く，広域通過交通と地区内交通

の混在から都市内での交通混雑が日常的となっており，

主要な幹線道路の整備など都市全体の視点からの早急な

交通体系整備が必要であると考えられる．さらに，生活

環境の面では，人口増加に対応した生活道路や公園など

の基盤整備の遅れ，文化・学術基盤など成熟した生活環

境の不足が見られ，これらの問題への対応に迫られてい

る．これらの対策として，持続可能で継続的なまちづく

りを行うには，効果的な施設利用が必要であると考えら

れる． 
 
3. 郊外地域農業施設整備構想 

 



(1) 農業施設整備形態 
本研究においては，滋賀県草津市山田地区に当研究室

で長年研究されており，建設を想定している大規模農業

公園施設を核として，農業集客施設の複合化整備を行い，

琵琶湖湖岸沿いの地域の活性化・農業地域の活性化に繋

げていく事を目的としている． 
また，本研究で検討している整備計画の他に，琵琶湖

博物館，水生植物公園などが立地する烏丸半島付近の地

域にはバブル期に計画され，バブル崩壊により中断され

ていた開発計画が再度取り上げられ，将来的にリゾート

施設が建設される計画が存在していることから，こうい

ったレジャー施設とも連携を図りながら相乗効果を作り

出していける効果的・効率的な施設整備を行っていく必

要性がある． 
 
(2) 道の駅とイオンモールとの連携 
農業集客施設の複合化整備構想を進める上で，リゾー

ト施設・レジャー施設との連携という観点から琵琶湖の

湖岸沿いに活用できる既存の農業集客施設として注目し

たのが「道の駅」草津・グリーンプラザからすまである．

また，この地域には，大規模商業施設であるイオンモー

ルが滋賀県草津市，新浜町の近江大橋取り付け道路沿道

に立地する．また，これら道の駅，大規模農業公園施設，

イオンモールの立地距離はほぼ等距離である．今後この

地域に大規模農業公園施設を核とした農業集客施設の複

合化整備を進め，更にイオンモールと連携することによ

って琵琶湖湖岸に散策空間を創造することもできると考

えられる． 
 
(3) 農業集客施設複合化構想 
上記から，開発対象地に「道の駅」草津・グリーンプ

ラザからすまを大規模農業公園や散策空間を訪れる拠点

として役割を果たすことの出来る農業集客施設の複合化

を目的とした施設整備を行うこととする．そして，農業

公園を核とした農業集客施設の複合化整備は年齢・性別

を問わない新たな雇用機会の創出，地域における農業振

興の促進，散策地域の創造などにより日常的に自然や農

業と接してもらえるような機会の創出などをその目的と

している．また，先に述べた立地条件を踏まえた整備を

行うことによって，農業を主とする大規模農業公園施設

の魅力向上，地元農業の活性化，ひいては地域の経済効

果の向上が予測され，この農業集客施設整備事業におけ

る採算性・成立性も十分に考慮できると考えられる． 
そして，これら複合整備された施設間の回遊性を高め

るため，また，一部急速な都市化に追随できていない地

域の交通手段としてバスシステム整備計画案策定を行い，

草津市全体の地域活性化に結びつく効果的な連携施策に

ついても検討を行う． 

 
4. 農業施設整備計画モデルの定式化 

 
本研究では，大規模農公園施設を含めた農業施設の複

合化構想として道の駅の再編成や，対象地に新規立地予

定であるイオンモールなどの草津市郊外地域を結ぶバス

交通システムに関して計画モデルを構築する．さらにこ

れらの連携施策が行われると，草津市郊外地域の回遊性

が増し，利用者（地域住民・来訪者）が快適に過ごせる

空間となり，各施設間の総来訪者数が増すと考えられる．

そこで，農業施設整備計画モデルでは，道の駅を利用し

た農業施設における複合化施設整備計画モデルや草津市

郊外地域に導入を検討するバス交通システム整備モデル

を構築し，対象地域の施設総利用者数の最大化を目指す． 

 
(1) 道の駅施設最適規模算定モデル 
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(2) 道の駅施設来訪者数最大モデル 
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S i ：道の駅施設に導入・整備される各施設の規模

U i ：道の駅施設に導入・整備される各施設の効用関数

S agn ：道の駅施設内に整備される各施設の総面積

：道の駅施設内に整備される各施設の各面積

S1 ：道の駅施設の敷地面積

：道の駅施設の初期整備総費用（初期投資金額）

：敷地の土地造成費

：道の駅施設自体の整備費

：道の駅施設内の各施設の整備費

N ：道の駅施設整備費用の上限

：土砂運搬費などその他必要諸経費

Tagn ：道の駅施設から公共に納める税収

：道の駅施設内の農地及び各施設の固定資産税

：道の駅施設内の行う事業に対する法人税

M ：都市基盤整備を行うために確保する税収の額
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(3) 道の駅施設利潤最大モデル 
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制約条件：道の駅施設来訪者数最大モデルに同じ 
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(4) 主目的施設来訪者数推計モデル 
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(5) 施設内総利用者数推計モデル 
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(6) バス交通選択モデル 
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(7) バス利用者数算定モデル 
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(8) 各施設総来訪者数算出モデル 
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5. モデル適用結果 

 
本研究で提案した農業施設整備構想に関して滋賀県草

津市の地域住民および広域来訪者を対象に意向・意識を

求めるためのアンケート調査を行った．その結果から，

前述したモデルによる実証的分析を行った．同時に草津

市内の地域回遊性を高めるために，導入するバスシステ

ムに関するモデルの実証的分析を行った．モデルの適応

結果を表-1，表-2，表-3，表-4，表-5 に示す．表-1，

表-2，表-3 に示される結果のように新たな雇用の創

出・農業施設単独においての利潤・税収があるというこ

とが示される．そして，表-4 に示すように償還計画を

策定したところ，20 年目において累積利潤が黒字に転
換していることから，事業成立性も示すことができた．

また，表-5 に表すように本研究において地域内の回遊

性を高めるために提案したバス交通システムについての

適応結果についても，本研究での提案後のバス選択率が

向上しているということと，またレンタルサイクル・自

転車の移動手段を選択している利用者も多く，車の選択

率が低下していることから自動車以外の交通手段による

回遊性を高めることができるということを示すことがで

きた． 
 
6. おわりに 

 
本研究では，農業を中心とした地方都市の活性化を目

的とした地方都市の土地利用と，農業施設整備構想に関

して提案した．そして，今回導入する施設の効用を用い

た整備計画により最適な整備面積を求め，雇用の増加及

び集客数についても算出を行った．そして，事本施設整

備構想における事業成立性について示すことができた． 
 今後の課題として，整備スケジュールや事業化段階の

経年変化を表現した動的最適化を取り扱うモデルの開

発 ，来訪者数減少などに伴うリスクアナリシスの検討，
バスシステム恒久化の為，LRTなどの新たな交通基盤整
備施策や環境への影響の把握などが挙げられる． 
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表-1 最適解算出結果 

説明変数名 効用（理論値） 整備面積（m2）

駐車場 2.526583216 811.4
農園レストラン 4.498988323 180.0
生鮮野菜直売所 3.707306284 501.2
花・ハーブ直売所 3.663673877 491.4
加工品販売所 4.495913608 180.0
休憩施設 4.400106369 180.0
預かり・宅配施設 3.597399144 95.9
レンタルサイクル施設 2.736435671 60.0
総合効用 4.241448216  
※ 総合効用の最大値は5 
 

表-2 モデル適用結果（雇用） 
区分 人数

社員 22
パート・アルバイト 184  

 
表-3 モデル適用結果（利潤・税収） 

区分

初期投資金額（円） 440,000,000
農業集客施設の複合化を目指した
道の駅施設の集客人数

616,438

農場集客施設の複合化を目指した
道の駅施設の利潤（円）

58,774,028

税収 48,536,448

表-4 モデル適用結果（償還計画） 
区分 1年目 5年目 10年目 15年目 20年目

経常収入 377,821,400 355,941,829 345,090,475 334,712,219 324,786,437
経常支出 248,510,924 248,510,924 248,510,924 248,510,924 248,510,924
税引前利益 129,310,476 107,430,905.2 96,579,550.53 86,201,295.21 76,275,513.02
法人税（国税） 38,793,142.8 32,229,271.57 28,973,865.16 25,860,388.56 22,882,653.91
法人税（地方税） 3,724,141.709 3,094,010.071 2,781,491.055 2,482,597.302 2,196,734.775
固定資産税 6,019,163.266 4,669,569.699 2,982,577.739 2,284,154.822 628,657.3833
税金総計 48,536,447.78 39,992,851.34 34,737,933.95 30,627,140.69 25,708,046.06
税引後利益 80,774,028.23 67,438,053.9 61,841,616.58 55,574,154.52 50,567,466.95
借入金返済額 22,000,000 22,000,000 22,000,000 22,000,000 22,000,000
利息 0 6,230,400 4,646,400 2,798,400 477,400
借入金返済残高 440,000,000 352,000,000 242,000,000 132,000,000 22,000,000
当年度純利益 58,774,028.23 39,207,653.9 35,195,216.58 33,574,154.52 28,567,466.95
累積純利益 -381,225,972 -312,792,346 -206,804,783 -98,425,845.5 6,408,550.648

 
表-5 モデル適用結果（バス選択確率） 

効用値 3.799093

区分 係数 変数

本数 0.533647 2.856887

大きさ -0.00363 20

時間 -0.19449 4

運賃 -0.01506 100

定数 4.631261

決定係数 0.511611

重相関係数 0.71527

交通手段 選択率

27.42%自動車

徒歩

バイク

自転車

バス

13.82%
5.68%

25.66%
27.42%

交通手段 選択率

17.91%自動車

徒歩

バイク

自転車

バス

9.03%
3.71%

16.75%
38.01%

レンタルサイクル 14.59%延べ利用者／年 509614.084
地域住民のバス交通利用者数

バス無料化

 


